平成２２年度地球温暖化対策技術開発等事業（領域Ⅰ・委託）応募様式
	<事業の対象分野>　
＊公募要領「２．事業の対象分野等」の【対象分野とテーマ】に示す分野について、応募事業が該当する分野を記入してください。
	  (例)　②次世代自動車普及モデル実証研究分野
（9ポイントで記入してください）

	<事業名>
	  (例)□□における□□のための□□に関する実証研究（10ポイントで記入してください）

	<技術開発代表者>
右の欄は9ポイントで記入してください
	氏名（上段フリガナ）
	生年月日
	所属機関名・部局・役職名

	
	　ジッショウ　イチロウ
　　実証　一郎
	1961年01月01日
	○○株式会社技術本部開発担当部長

	
	電話番号
	Fax番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ
	所属機関所在地

	
	XX-XXXX-XXXX
	XX-XXXX-XXXX
	mmmmmmmm@mm.mm.jp
	〒111-1111　○○県○○市…

	<技術開発参画者>
右の欄は9ポイントで記入してください

※複数名いる場合は行を増やして記載ください。
	氏名（上段フリガナ）
	生年月日
	所属機関名・部局・役職名

	
	　ケンキュウ　ケンジ
　　研究　健二
	1961年01月01日
	株式会社◆◆技術本部開発担当

	
	電話番号
	Fax番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ
	所属機関所在地

	
	XX-XXXX-XXXX
	XX-XXXX-XXXX
	mmmmmmmm@mm.mm.jp
	〒111-1111　○○県○○市…

	<技術開発の概要・目的・ポイント>

	○記載上の注意

提案される事業の概要を100字以内で記載してください。
また、提案される事業のポイントはどこにあるのか（これまでの取組と比較して何が異なり、何が重要なポイントなのか）を簡潔にわかりやすく記載してください。

あわせて、提案される事業で対象とする技術について、①現在の我が国及び海外での技術水準と提案事業の目標とする技術水準との関係、②今後の技術開発要素と提案事業で行おうとする技術開発の関係について簡潔にわかりやすく記載してください。

10ポイントで記入してください。必ず欄内におさまるように、簡潔にわかりやすく記入してください。

なお、グリーンイノベーション推進実証研究領域においては、

開発等体制・組織として、主要なステークホルダーの参画を得ていること
社会システム(法令、税制等)の改革に関する検討又は当該技術の想定されるユーザーに支持を拡げるための措置を講じること
が必須ですので、これら条件が満たされていることが明確にわかるように記載ください。

○記載例

【概要】

　・・・の実証研究を行う。（100字以内）

【目的】

　本事業は、○○技術の△△という課題を実証研究によって解決することにより、◆◆の実現を目指すことを目的とする。

【ポイント】

　本事業のポイントは、以下のとおりである。

　①・・・・

　②・・・・

　③・・・・

【事業の目標設定】

　対象とする○○技術に関する我が国及び海外での技術水準並びに本事業の目標は次のとおりである。

　①・・・・

　②・・・・

　③・・・・

【技術開発要素】

　対象とする○○技術に関する技術開発要素と本事業で行う技術開発の関係は次のとおりである。

①・・・・

　②・・・・・


	※必ず１ページで記載してください。
	<技術開発代表者氏名>
	　(例)　 実証　一郎

	<事業の必要性・緊急性>

	○記載上の注意

　エネルギー起源ＣＯ２の削減という観点からの事業の必要性（エネルギー起源ＣＯ２削減に対し提案技術がどれくらいのインパクトがあるかなど）・緊急性（既に基礎研究は終了し実用化を目指す段階にあるなど今実施することが適切であるといった事由）を簡潔に記載してください。

　10ポイントで記入してください。

【必要性】

○記載例

　本事業の必要性は次のとおりであり、費用対効果、ＣＯ２削減ポテンシャルなどから、その必要性は極めて大きい。

①・・・・

②・・・・

③・・・・

【緊急性】

○記載例

　本事業の緊急性は次のとおりであり、○○の課題を実証研究で解決できれば、普及促進が図られることから、早期に実施すべきである。

①・・・・

2 ・・・

3 ・・・

4 

	<事業の新規性・先駆性>

	○記載上の注意

　事業の新規性・先駆性（既往の取組の有無、既往の取組との違いを明らかにしながら、行おうとする実証研究について、その新しい点・ユニークな点・優れる点など）を簡潔に記載してください。

　10ポイントで記入してください。

【新規性・先駆性】

○記載例

① 既往の取組との関係は、・・・

② 新規性は、・・・・

③ 独自性は、・・・・

④既往の取組と比べて優れている点は、・・・・


	※なるべく１ページで記載してください。複数ページにわたる場合は、本ページと同様、右上に代表者氏名を記してください。
	<技術開発代表者氏名>
	　(例)　 実証　一郎

	<技術の効果・有望性>　

	○記載上の注意

　事業の対象とする技術が実用化・製品化され普及した場合のエネルギー起源ＣＯ２の削減効果（本事業による技術開発によって技術が普及した場合と、本事業が行われない場合とを比較し、技術が普及した場合に期待されるＣＯ２削減量）を記載してください。

特に再生可能エネルギーのうち、バイオマスエネルギー関連の開発等に関する提案については、原料の製造・採取から輸送・使用・廃棄等に至るまでのライフサイクル全体での温室効果ガス削減率が50%以上と想定されるもののみを対象とさせていただきます。
また、対象とする技術の削減コスト（ＣＯ２を１トン削減するのに必要なイニシャルコスト及びランニングコスト。当該技術の導入設備の耐用年数の期間全体で計算した値。）を記載してください。

　これらの計算根拠のわかりやすい説明も付記してください。

　また、温暖化対策としてどの程度有望な技術であるのかについてわかりやすく簡潔に記載してください。例えば、開発された技術はどのような分野に適用することとなるのか、他の分野への応用の可能性はどうかといったことや、既に開発された技術でＣＯ２削減に貢献しているものと比較して、ＣＯ２削減効果のポテンシャル、費用対効果、技術の将来性がどうかといったことを説明することが考えられます。

　10ポイントで記入してください。

【ＣＯ２削減効果】

○記載例

　・・・と仮定すると、2020年のＣＯ２削減効果は○○トン/年。

  [算出例]　

▲t-CO2/台/年(1台あたり削減が見込まれるエネルギー量)×○万台(普及時の台数など)=◆◆t-CO2/年
【ＧＨＧ削減率（バイオマスエネルギー関連の提案の場合記載してください）】○○%　
算出根拠は・・・・（公募要領記載の「温室効果ガス排出量の算定方法」等を参照して記載ください）。
【ＣＯ２削減コスト】

　・・・と仮定すると、本技術のＣＯ２削減コストは○○円／トン（イニシャルコスト分○○円／トン、ランニングコスト分○△円／トン）と推定される。

[算出例]

　イニシャルコスト=設備設置等に係る初期投資額/(年間CO2削減量×耐用年数)

　ランニングコスト=設備稼働に係る維持費等年間コスト/年間CO2削減量

【有望性】

　本技術は、民生部門の○○の分野を中心に適用が期待されるほか、△の分野にも・・・であり、削減コストや削減効果は○○技術と同水準にあり、広く導入が期待できる有望な技術である。

	<開発された技術の事業化・製品化の見込み・開発された技術の普及の見込み>　

	○記載上の注意

　提案事業で開発を行おうとする技術の製品化の見込みについて、事業化・製品化の見込み時期、事業化・製品化までに必要なステップを記載してください。

　また、当該技術が、事業化・製品化された後に普及する見込みについて、いつまでにどの程度普及するのかの見込みを記載してください。

　これらの根拠も付記してください。

　10ポイントで記入してください。

【事業化・製品化の見込み】

○記載例

　本事業によって、△の課題がクリアされれば、・・・・の理由から、当社としては○○を実施し、また、○○メーカーなどの製品化開発が行われ、・・・・○○年には製品化が見込まれる。このロードマップを整理すると以下のようになる。

【普及の見込み】
○記載例

　本事業で開発を行おうとする技術は、・・・・の理由から、主に△△の分野を対象として、○○年には○○％程度普及することが見込まれる。



	※なるべく１ページで記載してください。複数ページにわたる場合、右上に代表者氏名を同様に記してください。
	<技術開発代表者氏名>
	　(例)　 実証　一郎

	＜実証研究の内容及び事業計画＞　

	○記載上の注意

　各年の実証研究の内容・方法・毎年の達成目標を定めた事業計画（原則３年度以内）を記載してください。

　また、行おうとする事業について、事業化・製品化に至るまでの技術開発の全体像とそのうち本事業で行う実証研究がどの部分に当たるかをわかりやすく示して下さい。他省庁等の技術開発等の資金と連携して実施する場合は、本事業との関係が分かるよう記載してください。

　10ポイントで記入してください。枠内に適宜図表を挿入して構いません。図表をオブジェクトとして貼り付ける場合、ファイル容量を抑えるよう最大限努めてください。

【事業計画】

○記載例

　（表形式などにより、各年度に行う技術開発事業の内容、その方法、毎年度の達成目標を記載）

【本事業の対象技術の現状から製品化までの技術開発の全体像と本事業の位置づけ】

　（表形式などにより、対象技術の現状から製品化に至るまでのステップがどのようになっていて、本事業の事業計画はその中でどのように位置づけられるのかをわかりやすく記載）


	※必ず１ページで記載してください。
	<技術開発代表者氏名>
	　(例)　 実証　一郎

	<経費とその負担区分>
	年度
	国委託費予定分（千円）
	事業者負担予定分（千円）
	全体経費（合計）（千円）

	
	平成22年度
	全て国委託費であっても差し支えありません。複数年度の場合は、各年度の国委託費を平準化して下さい。
	事業者負担は、提案の必須要件ではありません。
	

	
	平成23年度
	
	
	

	
	平成24年度
	
	
	

	
	合計
	
	
	

	<経費内訳（国委託費予定分）>
	年　度
	直接経費（千円）
	間接経費（千円）
	国委託費予定分（千円）

	
	平成22年度
	
	
	上段の国委託費予定分と同額となるよう記載してください。

	
	平成23年度
	
	
	

	
	平成24年度
	
	
	

	
	合計
	
	
	

	<事業の実施体制>　

	○記載上の注意

　事業の実施体制・組織を簡潔に記載してください。その際、複数の実施者がどのような分担関係になるのかをわかりやすく、簡潔に記載してください。また、主要なステークホルダーがどのように参画しているかについても記載してください。他省庁等の技術開発等の資金と連携して実施する場合は、本事業との関係が分かるよう記載してください。
　また、本事業により普及につなげていくための体制をどのようにつくっていくのかを簡潔に記載してください。

他省庁の技術開発資金等も活用し、それらの資金等による技術開発等と連携して行う場合には、それらの技術開発等を含めた全体像も示して下さい。

　10ポイントで記入してください。

	※必ず１ページで記載してください。
	<技術開発代表者氏名>
	(例)　 実証　一郎

	＜これまでの取組状況、論文、著書、特許＞ 

	○記載上の注意

本事業について、提案者においてこれまでどのような取組を行ってきたのかを簡潔に記載してください。提案者に本事業の実施能力があることを示す上で参考となることを期待するものです。
また、本事業に関連する取組について、事業の提案者における審査付きの学会誌への論文発表状況・著書・特許のうち、重要なものを最大5件以内で記載してください。
10ポイントで記入してください。

	＜他の助成制度の申請について＞ 

	○記載上の注意

他の助成制度でこれまで過去３年間で実施した類似の取組の有無と、助成制度名、事業（課題）名、概ねの予算規模、本事業との関係について簡潔に記載してください。
また、平成22年度において、他の助成制度の実施（予定）の有無と、実施（予定）している場合にはその助成制度名、事業（課題）名、概ねの予算規模、本事業との関係を簡潔に記載してください。

なお、他省庁等の技術開発等の資金と連携して実施する場合は、本事業との関係が分かるよう記載してください。
10ポイントで記入してください。

	＜技術開発参画者のエフォートについて＞ 
※エフォート（専従率）は、技術開発参画者が本事業の実施に必要とする時間の配分率（％）であり、開発等の年間の全仕事時間を100%とします。技術開発代表者のほか、本事業で技術開発を担当する技術者ごとにエフォートを記載してください。（10ポイントで記入してください）

	（技術開発参画者氏名）


	エフォート（％）
	（技術開発参画者氏名）
	エフォート（％）


開発等の実施に係る所属機関の承認書
平成　　年　月　日
環境省地球環境局長　殿
　　　　　　所属機関の長
役職
氏名　　　　　　　　　　　　　　  　　印
　本機関所属の下記１の者による地球温暖化対策技術開発等事業への申請にあたり、以下の事項につき承認します。
　①応募に係る開発等課題（期間平成22年度～平成○年度）を本機関の業務として行うこと
　②本機関の経理担当部局が技術開発経費の管理を行うこと
  なお、②についての実務は、下記２の者が行うこととします。

　（注：国立試験研究機関及び独立行政法人試験研究機関の技術開発代表者は、必要に応じて、①を二重線で消去の上、提出すること。）
記１
	課題名
	

	技術開発代表者
	氏名
	

	
	所属部署名
	

	
	専門分野
	

	
	学位
	

	
	平成22年度のエフォート(専従率)
	                                  ％

	当該課題に係る平成22年度の技術開発経費総額（間接経費を含む。）
※技術開発代表者分＋技術開発参画者分
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　 千円 

	技術開発代表者に係る平成22年度の技術開発経費（間接経費を含む）
※技術開発代表者に係る経費を記載する。
	                     　　　        　千円


　○エフォート(専従率)とは、技術開発者が当該開発等の実施に必要とする時間の配分率(％)。

　　技術開発者の通常業務を含めた年間の全仕事時間を１００％とする。
記２
	経　理
責任者
	氏　　　 名
	

	
	所属部署名
	

	
	連絡先
	電話
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	
	
	E-mail
	

	経　理
担当者
	氏　　　 名
	

	
	所属部署名
	

	
	連絡先
	電話
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	
	
	E-mail
	


　

技術開発参画に係る承諾・承認書

１．研究開発分担者の承諾
　
環境省地球環境局長　殿
　技術開発代表者　殿
技術開発参画者氏名　　　　　　　　　　　印　　　　
　　私は、技術開発参画者になることを承諾します。
	課題名
	

	役割分担
	

	技術開発参画者
	所属機関等
	名　称
	

	
	
	所属部署役職
	

	
	
	電  話
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	
	
	E-mail
	

	
	専門分野
	

	
	学　　位
	

	
	平成22年度のエフォート（専従率）
	      　　　　　　　　　　 　 ％

	平成22年度の技術開発経費（間接経費を含む。）

※技術開発参画者に係る経費のみを記載する。
	                             千円


  ○エフォート(専従率)とは、技術開発者が当該開発等の実施に必要とする時間の配分率(％)。

　　技術開発者の通常業務を含めた年間の全仕事時間を１００％とする。
２．所属機関の承認
　
環境省地球環境局長　殿
　技術開発代表者　殿
　　　　　　　　　所属機関の長
役職
氏名　　　　　　　　　　　　　　  印
　本機関所属の上記１の者が技術開発参画者として地球温暖化対策技術開発等事業に参画するにあたり、以下の事項につき承認します。
　　① 応募に係る課題（期間平成22年度～平成○年度）を本機関の業務として行うこと
　　② 本機関の経理担当部局が技術開発経費の管理を行うこと
　  なお、②についての実務は、以下の者が行うこととします。
（注：国立試験研究機関及び独立行政法人試験研究機関の研究開発分担者は、必要に応じて、①を二重線で消去の上、提出すること。）
	経　理
責任者
	氏　　　 名
	

	
	所属部署名
	

	
	連絡先
	電話
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	
	
	E-mail
	

	経　理
担当者
	氏　　　 名
	

	
	所属部署名
	

	
	連絡先
	電話
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	
	
	E-mail
	


技術開発代表者用
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技術開発参画者用
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